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◆ 2023/６/６ 第19回新しい資本主義実現会議

小林会頭の発言・提出資料において、５月の付帯調査結果が取り上げられた。
小林会頭は、賃上げについて中小企業の62.3%（前年６月比＋11.4ポイント）が実施（予定含む）
し、賃上げ率を３%以上とする企業が半数を超えた調査結果を紹介。中小企業においても賃上げ
機運が高まる現状について説明した。そのうえで、構造的な賃上げを実現するためには、パート
ナーシップ構築宣言などの取組を緩めることなく継続し、取引適正化による価格転嫁を商習慣と
して定着させることが不可欠であると強調した。

（参考）新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改訂版（６/16閣議決定）
構造的賃上げを行っていくためには、我が国の雇用とGDPの７割を占める地方、中小・小規模企
業の対応も鍵となる。（中略）「中小・小規模企業の賃上げには労務費の適切な転嫁を通じた取
引適正化が不可欠である」という考え方を社会全体で共有し、賃上げの原資を確保し、成長と
“賃金上昇”の好循環を実現する価格転嫁対策を徹底する必要がある。

懇談会・政府主催会議等

商工会議所LOBO調査からみた2023年４～６月期の景況

日本商工会議所では、各地商工会議所のご協力のもと、中小企業や各地域の「肌で感じる足
元の景況感」を迅速かつ的確に把握するとともに、政策提言・要望活動の資料として活用する
ことを目的に、1989年4月より本調査を実施しております。
本調査は、リアルタイムの景気動向を表すものとして、2022年度には、新聞、テレビ等で170回
取り上げられたほか、政府主催の会議等において、会頭が中小企業の生の声や実態を伝える
など、有効に活用させていただいております。本調査の2023年４月～６月の活用状況について
ご報告いたします。

業況は、５類移行に伴う経済活動回復により改善傾向も、足元は消費意欲が一服し悪化。

建設業では、政府の補正予算による公共工事
の受注増で改善した。製造業では、底堅い国
内の設備投資需要により、改善した。小売業と
サービス業では、インバウンド・国内観光需要
の増加や、コロナの５類移行による消費マイン
ドの上昇で改善した。卸売業では、各業種から
の引き合い増加によって改善した。一方、小売
業では物価高による日用品の買い控え、サー
ビス業では人手不足、卸売業では梱包資材等
の価格高騰がそれぞれ足かせとなり、６月は悪
化に転じた。業種を問わず、経済活動の回復
によって業況は改善傾向にあるが、コロナ禍か
らの挽回消費に一服感が見られるほか、コスト
高や人手不足が重荷となっている。
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新聞・テレビ報道等

◆ 2023/５/11 産経新聞
４月付帯調査「４割以上の価格転嫁実施企業は約６割にとどまる」

５月11日の記者会見において、小林会頭が「大企業は３月期決算の業績が非常に良く、サ
プライチェーンを共有している中小企業の訴えをよく聞いてほしい」と述べ、中小企業が持続
的な賃金引き上げの原資を確保できるよう、発注側の企業が価格転嫁に応じるべきだと訴え
たことが取り上げられた。これに関連して、価格協議ができている企業は全体の８割弱に上っ
た一方、コスト増加分の４割以上を価格に転嫁できたケースは約６割にとどまっているとする
LOBO調査の結果が紹介された。そのうえで、「価格転嫁はまだこんな状況なので、大企業は
経営トップが意識を持ってやってほしい」との小林会頭の発言が取り上げられた。
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◆ 2023/５/31 読売新聞
５月付帯調査「中小企業 ６割が賃上げ」

今年度の賃上げ実施企業（予定含む）が、昨年６月調査比で11.4ポイント増の62.3%となった
一方、人手不足などを背景に業績にかかわらず賃上げする「防衛的な賃上げ」が多数を占め
ているとする調査結果が紹介された。また賃上げ実施企業において、給与総額の引き上げ率
が「３％以上」と回答した企業が50.5％となった本調査の結果、ならびに大手企業の平均賃上
げ率が3.91%であるとする経団連の集計結果が示され、「中小企業にも高水準の賃上げが波
及した」とまとめられた。
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◆ 2023/６/９ 日経MJ
５月調査「サービス業の人手不足、働き方の工夫必要」

５月のサービス業の従業員DI（不足の回答割合から過剰の回答割合を引いた数値）が31.7
と、全産業の23.2と比較して高い値となっている調査結果が取り上げられ、サービス業におけ
る人手不足感が特に目立っている現状が示された。そのうえで、サービス業では対面の接客
が中心でテレワークが実施できない業種も多いなど、ワークライフバランスの観点から人材獲
得が難しくなりやすいとする専門家の意見が紹介された。そして、「給与面だけでなく、働き方
の工夫やキャリア支援の取り組みを進めることは、企業がアフターコロナの新常態で生き残る
ために欠かせない」とまとめられた。


